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令和 ４ 年 度 伊 予 市 下 水 道 事 業 会 計 予 算 

（総   則） 

第１条 令和４年度伊予市下水道事業会計予算は、次に定めるところによる。 

（業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

   （1）接 続 件 数   ６，５００件 

   （2）年 間 処 理 水 量    １，６０６，０００㎥ 

   （3）一 日 平 均 処 理 水 量   ４，４００㎥ 

（収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

 収   入 

第１款 下水道事業収益  ８３３，９７１千円 

第１項 営 業 収 益  ３３０，２１３千円 

第２項 営 業 外 収 益  ５０３，７５６千円 

第３項 特 別 利 益   ２千円 
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   支   出 

第１款 下水道事業費用          ８３３，９７１千円 

第１項 営 業 費 用         ７４３，５８１千円 

第２項 営 業 外 費 用          ８７，９４４千円 

第３項 特 別 損 失             ２４６千円 

第４項 予 備 費           ２，２００千円 

 

（資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額２２１，２３６千円は、 

当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額２，９００千円、過年度分損益勘定留保資金３１，８３６千円、当年度分損益勘定留

保資金１８６，５００千円で補てんするものとする。）。 

 

   収   入 

第１款 資本的収入            ３９５，２３９千円 

第１項 企   業   債         ５２，３００千円 

第２項 出   資   金        ３１０，２３９千円 

第３項 補   助   金         ２５，０００千円 

第４項 分担金及び負担金          ７，７００千円 

 

   支   出 

第１款 資本的支出            ６１６，４７５千円 

第１項 建 設 改 良 費         ７１，６９３千円 

第２項 企 業 債 償 還 金        ５４３，７８２千円 

第３項 予   備   費          １，０００千円
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（企業債） 

第５条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。 

起債の目的 限度額 起債の方法 利率 償還の方法 

公共下水道事業 52,300 千円 

１．普通貸借又は証券発行に

よる。 

２．事業又は企業財政の都合

により起債前借り又は翌年度

以降に繰越して借入れするこ

とができる。 

年 3.0％以内 

 ただし、利率見直し方式で借り

入れる政府資金及び地方公共団体

金融機構資金について、利率の見

直しを行った後においては、当該

見直し後の利率。 

借入先の融通条件による。 

ただし、企業財政の都合に

より据置期間及び償還期限を

短縮し、又は繰上償還若しく

は低利に借換えすることがで

きる。 

 

（一時借入金） 

第６条 一時借入金の限度額は、１００，０００千円と定める。 

 

（予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第７条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

（１） 各項に計上した予定額に過不足を生じた場合におけるこれらの経費の各項間の流用 

 

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第８条 次に掲げる経費については、その経費の金額をそれ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用 

する場合は、議会の議決を経なければならない。 

（１） 職員給与費       ４８，９２２千円 
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（他会計からの補助金） 

第９条 一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、３５９，７６２千円と定める。 

 

 

令和４年２月２１日 提出 

伊予市長  武 智  典 
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１．注記表

　 ２．令和４年度　伊予市下水道事業会計予算実施計画

３．令和４年度　伊予市下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

４．給与費明細書

５．債務負担行為に関する調書

６．令和３年度　伊予市下水道事業会計予定損益計算書

７．令和３年度　伊予市下水道事業会計予定貸借対照表

８．令和４年度　伊予市下水道事業会計予定貸借対照表

予　算　に　関　す　る　説　明　書



 



注 記 表 

Ⅰ 重要な会計方針 
  １ 固定資産の減価償却の方法 
   （１）有 形 固 定 資 産  
      減価 償却 の方 法          定額法による 
      主 な 耐 用 年 数  

建 物          ８～５０年 
構 築 物         １５～５０年 
機械及び装置          ６～５０年 
車 両運 搬 具             ４年 
工具、器具及び備品        ５～８年 
リ ース 資 産         １０～２０年 

  ２ 引当金の計上方法 
   （１）退 職 給 付 引 当 金 
       本市は、愛媛県市町総合事務組合に加入し、下水道事業会計は一般会計を通じ負担金を拠出している。一般会計と

の取り決めにより、不足が生じた場合等の追加的な費用は一般会計がその全額を負担することとなっているため、退

職給付引当金は計上していない。 
（２）賞与引当金・法定福利費引当金 

       職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における翌年度支払見込額のうち、当年度の負担に属

する額を計上している。 
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   （３）貸 倒 引 当 金 
        債権の不納欠損による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては貸倒設定率を５０％とし、回収不能見込額を計上している。 
  ３ 消費税及び地方消費税の会計 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜き方式によっている。 
 

Ⅱ 予定キャッシュ・フロー計算書関連 
  重要な非資金取引            
    該当なし。 
 
Ⅲ 予定貸借対照表等関連 

１ 引当金の目的使用による取崩し 
 令和３年度予定 

（自 令和３年４月１日 
 至 令和４年３月３１日） 

令和４年度予定 
（自 令和４年４月１日 
 至 令和５年３月３１日） 

賞与引当金 ３，１３４千円 ３，２６３千円 

法定福利費引当金 ７１７千円 ６９４千円 
貸倒引当金 ４６５千円 ５９８千円 
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Ⅳ その他の注記 
  １ リース会計に係る特例措置 
     所有権移転ファイナンス・リース取引 
      自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている。 
     所有権移転外ファイナンス・リース取引 

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。                                                             
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（収　　　入）
款 項 目 備　　　　考

1． 下 水 道 事 業 収 益 833,971 千円

1． 営 業 収 益 330,213
1． 下 水 道 使 用 料 242,000
2． 雨 水 処 理 負 担 金 88,202
9． そ の 他 営 業 収 益 11

2． 営 業 外 収 益 503,756
1． 受 取 利 息 及 び 配 当 金 1
2． 他 会 計 補 助 金 271,560
4． 長 期 前 受 金 戻 入 230,904
５． 消費税及び地方消費税還付金 1
6． 雑 収 益 1,290

３． 特 別 利 益 2
２． 過 年 度 損 益 修 正 益 1
３． そ の 他 特 別 利 益 1

（支　　　出）
款 項 目 備　　　　考

1． 下 水 道 事 業 費 用 833,971 千円

1． 営 業 費 用 743,581
1． 管 渠 費 6,062
2． ポ ン プ 場 費 35,989
3． 処 理 場 費 181,295
4． 総 係 費 68,094
5． 減 価 償 却 費 452,140
９． そ の 他 営 業 費 用 1

2． 営 業 外 費 用 87,944
1． 支払利息及び企業債取扱諸費 70,943
2． 消 費 税 及 び 地 方 消 費 税 17,000
３． 雑 支 出 1

3． 特 別 損 失 246
4． 過 年 度 損 益 修 正 損 245
５． そ の 他 特 別 損 失 1

4． 予 備 費 2,200
1． 予 備 費 2,200

令和４年度 伊予市下水道事業会計予算実施計画

（　収　益　的　収　入　及　び　支　出　）

予　　定　　額

予　　定　　額
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（収　　　入）

款 項 目 備　　　　考

1． 資 本 的 収 入 395,239
千円

1． 企 業 債 52,300

1．
建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債

52,300

2． 出 資 金 310,239

1． 他 会 計 出 資 金 310,239

3． 補 助 金 25,000

1． 国 庫 補 助 金 25,000

4． 分担金及び負担金 7,700

1． 受 益 者 負 担 金 7,700

（支　　　出）

款 項 目 備　　　　考

1． 資 本 的 支 出 616,475
千円

1． 建 設 改 良 費 71,693

1． 管 渠 整 備 事 業 費 14,600

2． ポ ン プ 場 整 備 事 業 費 23,000

3． 処 理 場 整 備 事 業 費 27,000

6． リ ー ス 債 務 支 払 額 7,093

2． 企 業 債 償 還 金 543,782

1． 企 業 債 償 還 金 543,782

3． 予 備 費 1,000

1． 予 備 費 1,000

（　資　本　的　収　入　及　び　支　出　）

予　　定　　額

予　　定　　額
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⒈

業務活動によるキャッシュ・フロー 235,890,800

前受金の増減額（△は減少） △ 1,085,200

受取利息及び受取配当金 1,000

支払利息及び企業債取扱諸費 △ 70,943,000

長期前受金戻入額 △ 230,904,000

受取利息及び受取配当金 △ 1,000

小　　　計 306,832,800

支払利息及び企業債取扱諸費 70,943,000

未収金の増減額（△は増加） 1,000,000

貸倒引当金の増減額（△は減少） △ 67,000

賞与引当金の増減額（△は減少） △ 102,000

法定福利費引当金の増減額（△は減少） 26,000

未払金の増減額（△は減少） △ 4,000,000

令和４年度　伊予市下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

（令和４年４月１日から令和５年３月３１日まで）

業務活動によるキャッシュ・フロー 円

当年度純利益 18,883,000

減価償却費 452,140,000
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⒉

⒊

 企業債の償還による支出 △ 543,782,000

310,239,000

資金増加額（又は減少額） 18,554,800

資金期首残高 159,876,281

資金期末残高 178,431,081

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 188,336,000

他会計からの出資による収入

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △ 7,093,000

財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための

企業債による収入 52,300,000

建設改良費等の財源に充てるための

国庫補助金等による収入 22,727,273

7,000,000

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 29,000,000

分担金による収入

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 58,727,273
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( 0 ) 人 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

6 人

( 0 ) 人

0 人

( 0 ) 人

6 人

( 0 ) 人 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

6 人

( 0 ) 人

0 人

( 0 ) 人

6 人

( 0 ) 人 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

0 人

( 0 ) 人

0 人

( 0 ) 人

0 人

　※法定福利費は、法定福利費引当金繰入額を含む。

　給　　与　　費　　明　　細　　書

一 般 職

（１）総　　括

区 分 職 員 数
給 与 費

法 定 福 利 費
退 職 手 当

合 計
報 酬 給 料 職 員 手 当 計 組 合 負 担 金

本

年

度

損 益 勘 定 支 弁 職 員 0 23,627 12,684 36,311 8,028 4,583 48,922

資 本 勘 定 支 弁 職 員 0 0 0 0 0 0 0

合 計 0 23,627 12,684 36,311 8,028 4,583 48,922

前

年

度

損 益 勘 定 支 弁 職 員 0 22,878 12,581 35,459 7,913 4,461 47,833

資 本 勘 定 支 弁 職 員 0 0 0 0 0 0 0

合 計 0 22,878 12,581 35,459 7,913 4,461 47,833

0

比

較

損 益 勘 定 支 弁 職 員 0 749 103 852

122 1,089

115 122 1,089

資 本 勘 定 支 弁 職 員 0 0 0 0 0

職員手当の

内　　　訳

区 分

比 較

0

合 計 0 749 103 852 115

比 較

前 年 度

本 年 度

区 分

前 年 度

本 年 度

初任給調整手当
管理職員

特別勤務手当
地域手当 期末手当

（会計年度任用職員）

特殊勤務手当
（会計年度任用職員）

（　　　）内は短時間勤務職員について外書きで記載

扶養手当
千円

858

798

60

住居手当
千円

648

594

54

管理職手当 特殊勤務手当 通勤手当 期末勤勉手当 時間外勤務手当 宿日直手当
千円 千円 千円 千円 千円 千円

377 0 236 6,315 763 0

377 0 201 6,266 734 0

0 0 35 49 29 0

通勤手当
（会計年度任用職員）

時間外勤務手当
（会計年度任用職員）

賞与引当金繰入額

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

0 66 0 0 0 0 0 3,161

0 66 0 0 0 0 0 3,135

0 0 0 0 0 0 0 26

児童手当
千円

260

410

△ 150
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  ア　会計年度任用職員以外の職員

( 0 ) 人 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

6 人

( 0 ) 人

0 人

( 0 ) 人

6 人

( 0 ) 人 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

6 人

( 0 ) 人

0 人

( 0 ) 人

6 人

( 0 ) 人 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

0 人

( 0 ) 人

0 人

( 0 ) 人

0 人

　※法定福利費は、法定福利費引当金繰入額を含む。

区 分 職 員 数
給 与 費

法 定 福 利 費
退 職 手 当

合 計
報 酬 給 料 職 員 手 当 計 組 合 負 担 金

本

年

度

損 益 勘 定 支 弁 職 員 0 23,627 12,684 36,311 8,028 4,583 48,922

資 本 勘 定 支 弁 職 員 0 0 0 0 0 0 0

合 計 0 23,627 12,684 36,311 8,028 4,583 48,922

前

年

度

損 益 勘 定 支 弁 職 員 0 22,878 12,581 35,459 7,913 4,461 47,833

資 本 勘 定 支 弁 職 員 0 0 0 0 0 0 0

合 計 0 22,878 12,581 35,459 7,913 4,461 47,833

比

較

損 益 勘 定 支 弁 職 員 0 749 103 852 115 122 1,089

資 本 勘 定 支 弁 職 員 0 0 0 0 0 0 0

合 計 0 749 103 852 115 122 1,089

（　　　）内は再任用短時間勤務職員について外書きで記載

職員手当の

内　　　訳

区 分 扶養手当 住居手当 管理職手当 特殊勤務手当 通勤手当 期末勤勉手当 時間外勤務手当 宿日直手当

本 年 度
千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

858 648 377 0 236 6,315 763 0

前 年 度 798 594 377 0 201 6,266 734 0

比 較 60 54 0 0 35 49 29 0

区 分 初任給調整手当
管理職員

特別勤務手当
地域手当 期末手当

（会計年度任用職員）

特殊勤務手当
（会計年度任用職員）

通勤手当
（会計年度任用職員）

時間外勤務手当
（会計年度任用職員）

賞与引当金繰入額

本 年 度
千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

0 66 0 0 0 0 0 3,161

0 0

前 年 度 0 66 0 0 0

0 26

0 0 3,135

比 較 0 0 0 0

児童手当
千円

260

410

△ 150
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  イ　会計年度任用職員

( 0 ) 人 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

0 人

( 0 ) 人

0 人

( 0 ) 人

0 人

( 0 ) 人 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

0 人

( 0 ) 人

0 人

( 0 ) 人

0 人

( 0 ) 人 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

0 人

( 0 ) 人

0 人

( 0 ) 人

0 人

　※法定福利費は、法定福利費引当金繰入額を含む。

区 分 職 員 数
給 与 費

法 定 福 利 費
退 職 手 当

合 計
報 酬 給 料 職 員 手 当 計 組 合 負 担 金

本

年

度

損 益 勘 定 支 弁 職 員 0 0 0 0 0 0 0

資 本 勘 定 支 弁 職 員 0 0 0 0 0 0 0

合 計 0 0 0 0 0 0 0

前

年

度

損 益 勘 定 支 弁 職 員 0 0 0 0 0 0 0

資 本 勘 定 支 弁 職 員 0 0 0 0 0 0 0

合 計 0 0 0 0 0 0 0

比

較

損 益 勘 定 支 弁 職 員 0 0 0 0 0 0 0

資 本 勘 定 支 弁 職 員 0 0 0 0 0 0 0

合 計 0 0 0 0 0 0 0

（　　　）内はパートタイム会計年度任用職員について外書きで記載

職員手当の

内　　　訳

区 分 扶養手当 住居手当 管理職手当 特殊勤務手当 通勤手当 期末勤勉手当 時間外勤務手当 宿日直手当

本 年 度
千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

0 0 0 0 0 0 0 0

前 年 度 0 0 0 0 0 0 0 0

比 較 0 0 0 0 0 0 0 0

区 分 初任給調整手当
管理職員

特別勤務手当
地域手当 期末手当

（会計年度任用職員）

特殊勤務手当
（会計年度任用職員）

通勤手当
（会計年度任用職員）

時間外勤務手当
（会計年度任用職員）

賞与引当金繰入額

本 年 度
千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

0 0 0 0 0 0 0 0

前 年 度 0 0 0 0 0 0 0 0

比 較 0 0 0 0 0 0 0 0

児童手当
千円

0

0

0
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区 分 増 減 額 説 明

千円 千円

　会計年度任用職員以外の職員に係る異動状況

（現に在職する職員数）

6 人 0 人

6 人 0 人

0 人 0 人

採用　0（0）人　　退職　0（0）人　　異動　0（0）人

　会計年度任用職員の増減 0人

　期末手当支給月数引下げ（△0.15月分）

職 員 手 当 103

制度改正に伴う
増減分

△ 328
人事院勧告の内容に準ず
る職員手当の改定

その他の増減分 431 職員の異動等

その他の増減分 476 職員の異動等

(再任用短時間勤務職員数）

本年度

前年度

増　減

　採用退職の状況等（令和3年1月2日～令和4年1月1日の実績等による）

（２）給料及び職員手当の増減額の明細

増 減 事 由 別 内 訳 備 考

給 料

給与改定に伴う
増減分

749
昇給に伴う増加分 273
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ウ　級別職員数

平 均 給 料 月 額 （円）

（歳）

５ 級 (        )

(        )
平 均 給 与 月 額 （円）

４５歳   ２月

平 均 給 料 月 額

（３）給料及び職員手当の状況

ア　職員１人当たり給与

令和４年１月１日現在

平 均 年 齢

４２歳 １０月

348,689

182,200

150,600

級

令和３年１月１日現在

区 分 事 務 ・ 技 術

327,317

364,531

令和３年１月１日現在

区 分

高 校 卒

イ　初　任　給

（円）

（歳）

事務・技術（円）

150,600

行政職（一）（円）

平 均 給 与 月 額 （円）

平 均 年 齢

大 学 卒 182,200

高 校 卒

大 学 卒

区 分

(        )
6 100.0

計
(        )

６ 級
(        )

７ 級
(        ) (        )

５ 級
(        ) (        )

1 16.7

３ 級
(        ) (        )

1 16.7

(        )

１ 級 (        ) (        )

４ 級
(        ) (        )

2 33.3

２ 級
(        ) (        )

2 33.3

７ 級 (        ) (        )

計 (        ) (        )
6 100.0

1 16.7

(        )

(        )

２ 級

(        )

４ 級 (        )
50.0

2

１ 級 (        )

316,817 令和４年１月１日現在
６ 級 (        )

(        )

(        )

一 般 会 計 の 制 度

職員数（人） 構成比（％）
区 分

事 務 ・ 技 術

(        )
3

33.3

３ 級

(        )
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職員数（Ａ）　　　　 　（人）

昇給に係る職員数（Ｂ） （人）

１号給(人)

２号給(人)

３号給(人)

４号給(人)

６号給(人)

職員数（Ａ）　　　　 　（人）

昇給に係る職員数（Ｂ） （人）

１号給(人)

２号給(人)

３号給(人)

４号給(人)

６号給(人)

100.0

6

6

6

6

6

6

100.0

エ　昇　　　給

100.0

比率（Ｂ）／（Ａ）　　　（％）

本

年

度

前

年

度

比率（Ｂ）／（Ａ）　　　（％） 100.0

事 務 ・ 技 術

6

6

（級別の基準となる職務）

部　長

区 分 合 計
事 務 ・ 技 術

6

6

代 表 的 な 職 種

6 6

７ 級

主  事
技  師

主  任 主　査 係　長 課長補佐 課　長

６ 級区 分 ２ 級 ３ 級 ４ 級１ 級 ５ 級

号給数別内訳

号給数別内訳
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オ　期末手当・勤勉手当

６月（月分） １２月（月分）

(1.125) (1.125) (2.25)

2.150 2.150 4.30

(1.175) (1.175) (2.35)

2.225 2.225 4.45

(1.125) (1.125) (2.25)

2.150 2.150 4.30
（　　　）内は再任用職員に係る率

２ ０ 年 勤 続 の 者 ２ ５ 年 勤 続 の 者 ３ ５ 年 勤 続 の 者 最 高 限 度

（月分） （月分） （月分） （月分）

支 給 率 等 24.586875 33.27075 47.709 47.709
定 年 前 早 期

退 職 特 例 措 置
（2％～20％加算）

一 般 会 計 の
制 度

（ 支 給 率 等 ）
24.586875 33.27075 47.709 47.709

定 年 前 早 期
退 職 特 例 措 置
（2％～20％加算）

有

差 異 の 内 容

そ の 他 の
加 算 措 置 等

備 考

通 勤 手 当

同 じ

同 じ

区 分 一 般 会 計 の 制 度 と の 異 同

同 じ

職制上の段階、職務の
等級による加算措置

本 年 度

前 年 度

備 考
支 給 期 別 支 給 率

支給率計（月分）

有

有

カ　定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

区 分

住 居 手 当

区 分

扶 養 手 当

キ　その他の手当

一 般 会 計 の 制 度
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期　　間 期　　間 一般財源 その他

千円

水 洗 便 所 平成１７年度 令和４年度

改 造 資 金 ～ 1,240 ～ 使用料収入

利 子 補 給 金 令和３年度 利子補給期

間終了年度

千円 千円

包 括 的 施 設 令和４年度

管 理 業 務 396,000 令和３年度 129,725 ～ 266,275 使用料収入
委 託 事 業 令和５年度

千円 千円

脱 水 汚 泥 令和元年度 令和４年度

移 送 設 備 46,000 ～ 9,856 ～ 36,144 使用料収入
更 新 事 業 令和３年度 令和１１年度

千円 千円

令和４年度

42,834 令和３年度 0 ～ 42,834 使用料収入
令和１３年度

限度額に同じ

債 務 負 担 行 為 に 関 す る 調 書

事　　項 限　　　度　　　額

前 年 度 末 ま で の
支 払 義 務 発 生 額

当 該 年 度 以 降 の
支払義務発生予定額

左 の 財 源 内 訳

金　　額金　　額

平成１７年度以降の借入について
借入金の利子相当額

千円

千円

千円

伊 予 市 下 水
浄化センター
シ ー ケ ン サ
設備更新事業
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1． 円 円 円

　 (1) 211,820,000

(2) 86,296,000

(3) 12,000 298,128,000

2．

　 (1) 5,547,000

(2) 38,627,000

(3) 176,493,000

(4) 36,381,000

(5) 449,517,000

(6) 5,392,000 711,957,000

△ 413,829,000

3．

　 (1) 1,000

(2) 280,209,000

（3） 232,855,000

（4） 1,282,000 514,347,000

4．

　 (1) 84,367,000 429,980,000

16,151,000

8．

　 (1) 174,000

(2) 5,000 179,000 △ 179,000

15,972,000

特 別 損 失

過 年 度 損 益 修 正 損

そ の 他 特 別 損 失

当 年 度 純 利 益

支払利息及び企業債取扱諸費

経 常 利 益

他 会 計 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

雑 収 益

営 業 外 費 用

受 取 利 息 及 び 配 当 金

営 業 費 用

管 渠 費

ポ ン プ 場 費

処 理 場 費

総 係 費

資 産 減 耗 費

営 業 利 益

営 業 外 収 益

減 価 償 却 費

そ の 他 の 営 業 収 益

令和３年度　伊予市下水道事業会計予定損益計算書

（令和３年４月１日から令和４年３月３１日まで）

営 業 収 益

下 水 道 使 用 料

雨 水 処 理 負 担 金
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15,972,000当年度未処分利益剰余金
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1． 円 円 円 円

(1)

イ 1,871,226,568

ロ 1,076,344,943

△ 77,998,180 998,346,763

ハ 9,995,412,021

△ 635,090,192 9,360,321,829

ニ 1,390,729,572

△ 196,565,154 1,194,164,418

ホ 61,362

ヘ 879,818

△ 157,581 722,237

ト 77,340,000

△ 3,456,000 73,884,000

チ 17,272,727

13,515,999,904

13,515,999,904

　令和３年度　伊予市下水道事業会計予定貸借対照表

         （令和４年３月３１日）　　

（資産の部）

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

土 地

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

車 両 及 び 運 搬 具

工具、器具及び備品

リ ー ス 資 産

減価償却累計額

有形固定資産合計

固 定 資 産 合 計

減価償却累計額

減価償却累計額

減価償却累計額

減価償却累計額

建 設 仮 勘 定
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2．

(1) 159,876,281

(2) 10,500,000

△ 598,000 9,902,000

169,778,281

13,685,778,185

3．

(1)

イ 3,790,996,474

(2) 65,626,000

(3) 300,000

3,856,922,474

流 動 資 産

現 金 ・ 預 金

未 収 金

流 動 資 産 合 計

貸 倒 引 当 金

資 産 合 計

（負債の部）

固 定 負 債

企 業 債

建 設 改 良 費 等 の 財 源 に
充 て る た め の 企 業 債

長 期 リ ー ス 債 務

固 定 負 債 合 計

そ の 他 固 定 負 債
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4．

(1)

イ 543,782,000

(2) 7,093,000

(3) 34,000,000

(4) 10,930,400

(5)

イ 3,263,000

ロ 694,000

3,957,000

599,762,400

5．

(1) 6,414,553,043

(2) △ 474,021,730

5,940,531,313

　 10,397,216,187

前 受 金

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

引 当 金

法 定 福 利 費 引 当 金

引 当 金 合 計

賞 与 引 当 金

負 債 合 計

繰 延 収 益 合 計

収 益 化 累 計 額

流 動 負 債

企 業 債

建 設 改 良 費 等 の 財 源 に
充 て る た め の 企 業 債

短 期 リ ー ス 債 務

未 払 金
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6． 2,004,592,915

7．

(1)

イ 822,000,157

ロ 331,926,119

ハ 69,128,400

1,223,054,676

(2)

イ 14,942,407

ロ 15,000,000

ハ 15,000,000

ニ 15,972,000

60,914,407

1,283,969,083

3,288,561,998

13,685,778,185

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

資 本 合 計

負 債 ・ 資 本 合 計

（資本の部）

資 本 金

剰 余 金

利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計

受 贈 財 産

資 本 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

減 債 積 立 金

利 益 積 立 金

建 設 改 良 積 立 金

他 会 計 補 助 金

資 本 剰 余 金

国 県 補 助 金
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1． 円 円 円 円

(1)

イ 1,871,226,568

ロ 1,076,344,943

△ 116,998,180 959,346,763

ハ 10,068,684,749

△ 953,761,192 9,114,923,557

ニ 1,390,729,572

△ 285,704,154 1,105,025,418

ホ 61,362

ヘ 879,818

△ 254,581 625,237

ト 77,340,000

△ 8,689,000 68,651,000

チ 62,727,272

13,182,587,177

13,182,587,177

減価償却累計額

減価償却累計額

減価償却累計額

減価償却累計額

　令和４年度　伊予市下水道事業会計予定貸借対照表

         （令和５年３月３１日）　　

（資産の部）

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

土 地

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

車 両 及 び 運 搬 具

工具、器具及び備品

リ ー ス 資 産

減価償却累計額

有形固定資産合計

固 定 資 産 合 計

建 設 仮 勘 定
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2．

(1) 178,431,081

(2) 9,500,000

△ 531,000 8,969,000

187,400,081

13,369,987,258

3．

(1)

イ 3,351,464,751

(2) 58,533,000

(3) 300,000

3,410,297,751

長 期 リ ー ス 債 務

固 定 負 債 合 計

そ の 他 固 定 負 債

資 産 合 計

（負債の部）

固 定 負 債

企 業 債

建 設 改 良 費 等 の 財 源 に
充 て る た め の 企 業 債

流 動 資 産

現 金 ・ 預 金

未 収 金

流 動 資 産 合 計

貸 倒 引 当 金

－　27　－



4．

(1)

イ 491,831,723

(2) 7,093,000

(3) 30,000,000

(4) 9,845,200

(5)

イ 3,161,000

ロ 720,000

3,881,000

542,650,923

5．

(1) 6,504,280,316

(2) △ 704,925,730

5,799,354,586

　 9,752,303,260負 債 合 計

賞 与 引 当 金

引 当 金

収 益 化 累 計 額

法 定 福 利 費 引 当 金

引 当 金 合 計

繰 延 収 益 合 計

流 動 負 債

企 業 債

建 設 改 良 費 等 の 財 源 に
充 て る た め の 企 業 債

短 期 リ ー ス 債 務

未 払 金

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

前 受 金
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6． 2,314,831,915

7．

(1)

イ 822,000,157

ロ 331,926,119

ハ 69,128,400

1,223,054,676

(2)

イ 14,942,407

ロ 15,000,000

ハ 15,000,000

ニ 34,855,000

79,797,407

1,302,852,083

3,617,683,998

13,369,987,258負 債 ・ 資 本 合 計

（資本の部）

資 本 金

剰 余 金

利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計

受 贈 財 産

資 本 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

他 会 計 補 助 金

資 本 剰 余 金

国 県 補 助 金

減 債 積 立 金

利 益 積 立 金

建 設 改 良 積 立 金

－　29　－



  

－　30　－



　 １．　収 益 的 収 入 及 び 支 出

２．　資 本 的 収 入 及 び 支 出

予　算　実　施　計　画　見　積　書



  



収　　入

（１款）下水道事業収益 (千円)

区 分 金　額

1. 営 業 収 益 330,213 319,217 10,996

1. 下 水 道使 用 料 242,000 233,000 9,000 下 水 道 使 用 料 242,000 公共下水道使用料 230,000

特定環境保全公共下水道使用料 12,000

2. 88,202 86,205 1,997 雨水処理負担金 88,202

9. そ の 他 11 12 △ 1 手 数 料 11 督促手数料 3

営 業 収 益 排水設備指定工事店登録手数料ほか 8

2. 営業外収益 503,756 512,727 △ 8,971

1. 受 取 利 息 1 1 0 預 金 利 息 1

及 び 配 当 金

2. 他 会 計補 助 金 271,560 278,587 △ 7,027 一般会計補助金 271,560

4. 230,904 232,855 △ 1,951 長期前受金戻入 230,904 補助金等の収益化額 230,904

5. 消費税及び地方 1 0 1 消費税及び地方 1

消 費 税還 付 金 消 費 税 還 付 金

6. 雑 収 益 1,290 1,284 6 下 水 道 施 設 20 浄化センター占用料 10

占 用 料 ポンプ場占用料 10

下 水 道 施 設 1,268 浄化センター目的外使用料 1,268

目 的 外 使 用 料

延 滞 金 1 受益者負担金延滞金 1

そ の 他 雑 収 益 1

3. 特 別 利 益 2 0 2

2. 過 年 度 損 益 1 0 1 過 年 度 損 益 1

修 正 益 修 正 益

3. 1 0 1 その他特別利益 1

833,971 831,944 2,027

令和４年度　伊予市下水道事業会計予算実施計画見積書
収 益 的 収 入 及 び 支 出

項 目
本 年 度
予 算 額

前　年　度
当初予算額

比較増減
(△)

節
説　　　　　　　明

合　　　　　計

その他特別利益

雨水処理負担金

長期前受金戻入
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支　　出

（１款）下水道事業費用 (千円)

区 分 金　額

1. 営 業 費 用 743,581 725,182 18,399

1. 管 渠 費 6,062 6,092 △ 30 委 託 料 5,400 公共下水道台帳作成業務委託料 4,000

管渠清掃業務委託料 1,400

修 繕 費 600 管渠施設修繕費 600

保 険 料 62 下水道賠償責任保険料 62

2. ポ ン プ 場 費 35,989 40,764 △ 4,775 給 料 4,435 職員１人 4,435

手 当 等 1,632 扶養手当 180

通勤手当 51

時間外勤務手当 178

期末勤勉手当 1,203

児童手当 20

賞 与 引 当 金 602 令和５年度６月期末勤勉手当支給額引当金

繰 入 額 602

法 定 福 利 費 2,168 共済組合負担金等 1,320

市町総合事務組合退職手当負担金 848

法 定 福 利 費 137 賞与引当金にかかる共済組合負担金 137

引当金繰入額

備 消 品 費 16 ポンプ場用備消品費 16

燃 料 費 53 ポンプ場用燃料費 53

光 熱 水 費 95 ポンプ場用光熱水費 95

通 信 運 搬 費 106 電話回線使用料 106

委 託 料 15,019 ポンプ場管理業務委託料 11,837

自家用電気工作物保安管理業務委託料 1,037

ポンプ場消防設備保守点検業務委託料 90

ポンプ場地下タンク点検業務委託料 55

項 目
本 年 度
予 算 額

前　年　度
当初予算額

比較増減
(△)

節
説　　　　　　　明
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(千円)

区 分 金　額

沈砂池等清掃業務委託料 2,000

修 繕 費 4,000 ポンプ場施設修繕費 4,000

動 力 費 6,140 電力代金 5,640

Ａ重油代金 182

軽油代金 65

灯油代金 253

補 助 金 1,582 下水放流協力費補助金 1,582

保 険 料 4 建物共済保険料 4

3. 処 理 場 費 181,295 190,656 △ 9,361 給 料 8,987 職員２人 8,987

手 当 等 3,597 扶養手当 198

住居手当 330

通勤手当 110

時間外勤務手当 361

期末勤勉手当 2,478

児童手当 120

賞 与 引 当 金 1,240 令和５年度６月期末勤勉手当支給額引当金

繰 入 額 1,240

法 定 福 利 費 4,454 共済組合負担金等 2,737

市町総合事務組合退職手当負担金 1,717

法 定 福 利 費 283 賞与引当金にかかる共済組合負担金 283

引 当 金 繰 入 額

旅 費 10 普通旅費 10

燃 料 費 45 処理場用燃料費 45

通 信 運 搬 費 12 郵便料 12

委 託 料 157,921 処理場運転管理委託料 132,308

脱水汚泥処分委託料 25,613

賃 借 料 50 用地賃借料 50

修 繕 費 4,576 処理場施設修繕費 4,576

保 険 料 120 下水道賠償責任保険料 18

項 目
節

説　　　　　　　明
本 年 度
予 算 額

前　年　度
当初予算額

比較増減
(△)
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(千円)

区 分 金　額

建物共済保険料 102

4. 総 係 費 68,094 38,153 29,941 給 料 10,205 職員３人 10,205

手 当 等 4,294 扶養手当 480

住居手当 318

通勤手当 75

時間外勤務手当 224

管理職等手当 377

管理職員特別勤務手当 66

期末勤勉手当 2,634

児童手当 120

賞 与 引 当 金 1,319 令和５年度６月期末勤勉手当支給額引当金

繰 入 額 1,319

報 酬 165 審議会委員報酬 165

法 定 福 利 費 5,269 共済組合負担金等 3,251

市町総合事務組合退職手当負担金 2,018

法 定 福 利 費 300 賞与引当金にかかる共済組合負担金 300

引 当 金 繰 入 額

旅 費 18 普通旅費 18

報 償 費 1,000 受益者負担金前納報奨金 1,000

備 消 品 費 737 事務用備消品費 737

燃 料 費 39 車両用燃料費 39

印 刷 製 本 費 445 印刷製本費 445

通 信 運 搬 費 154 郵便料 154

委 託 料 23,640 公共下水道事業計画見直し業務委託料 22,000

財務会計システム保守委託料ほか 1,640

手 数 料 18,748 下水道使用料徴収事務手数料 18,481

口座引落手数料 267

賃 借 料 275 下水道台帳システム賃借料 275

修 繕 費 178 備品等修繕料 178

項 目
本 年 度
予 算 額

前　年　度
当初予算額

比較増減
(△)

説　　　　　　　明
節
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(千円)

節

区 分 金　額

負 担 金 115 78

37

補 助 金 520 520

食 糧 費 4 審議会食糧費 4

保 険 料 14 自動車損害保険料 14

貸 倒 引 当 金 531

繰 入 額 531

雑 費 124 124

5. 減 価 償 却 費 452,140 449,517 2,623 有形固定資産 452,140 建物減価償却費 39,000

減 価 償 却 費 構築物減価償却費 318,671

機械及び装置減価償却費 89,139

工具器具及び備品減価償却費 97

リース資産減価償却費 5,233

9. その他営業費用 1 0 1 雑 費 1

2. 営業外費用 87,944 104,367 △ 16,423

1. 支 払 利息 及 び 70,943 84,367 △ 13,424 企 業 債 利 息 70,943 70,943

2. 消 費 税 及 び 17,000 20,000 △ 3,000 消 費 税 及 び 17,000

地 方 消 費 税 地 方 消 費 税

3. 1 0 1 そ の 他 雑 支 出 1

3. 特 別 損 失 246 195 51

4. 過 年 度 損 益 245 190 55 過 年 度 損 益 245 過年度還付金 245

修 正 損 修 正 損

5. そ の 他 1 5 △ 4 そ の 他 1

特 別 損 失 特 別 損 失

4. 予 備 費 2,200 2,200 0

1. 予 備 費 2,200 2,200 0 予 備 費 2,200

833,971 831,944 2,027

項 目
本 年 度
予 算 額

前　年　度
当初予算額

比較増減
(△)

合　　　　　計

下水道事業企業債支払利息

愛媛県下水協会負担金

水洗便所改造資金利子補給金ほか

将来生じる債権の不納欠損の当年度相当分の負担額

日本下水道協会負担金

審議会反訳料

説　　　　　　　明

雑 支 出

企業債取扱諸費
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（１款）資本的収入 (千円)

区 分 金　額

1. 企 業 債 52,300 51,500 800

1. 建 設 改 良 費 52,300 51,500 800 建 設 改 良 費 52,300 下水道事業債 8,800

等 の 財 源 に 等 の 財 源 に 過疎対策事業債 8,800

充てるための 充てるための 下水道特別措置分企業債 34,700

企 業 債 企 業 債

2. 出 資 金 310,239 327,170 △ 16,931

1. 他会計出資金 310,239 327,170 △ 16,931 一般会計出資金 310,239

3. 補 助 金 25,000 9,500 15,500

1. 国 庫 補 助 金 25,000 9,500 15,500 国 庫 補 助 金 25,000

4. 分担金及び 7,700 5,010 2,690

負 担 金 1. 受益者負担金 7,700 5,010 2,690 受益者負担金 7,690

区 域 外 流 入 10

分 担 金 　 　 　

395,239 393,180 2,059合　　　　　計

資 本 的 収 入 及 び 支 出
収　　入

項 目
本 年 度
予 算 額

前　年　度
当初予算額

比較増減
(△)

節
説　　　　　　　明
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（１款）資本的支出 (千円)

区 分 金　額

1. 建設改良費 71,693 45,870 25,823

1. 管 渠 整 備 14,600 20,000 △ 5,400 補 償 費 1,600 水道施設移転補償費 1,600

事 業 費 工 事 請 負 費 13,000 下吾川地区管渠布設工事ほか 13,000

2. ポンプ場整備 23,000 0 23,000 委 託 料 23,000 梢川ポンプ場再構築基本設計業務 23,000

事 業 費

3. 処 理 場 整 備 27,000 19,000 8,000 委 託 料 27,000 公共下水道施設実施設計業務 27,000

事 業 費

5. 固 定 資 産 0 147 △ 147

購 入 費

6. リ ー ス 債 務 7,093 6,723 370 リ ー ス 債 務 7,093 脱水汚泥移送設備リース債務 4,224

支 払 額 支 払 額 シーケンサ設備リース債務 2,869

2. 企 業 債 543,782 562,972 △ 19,190

償 還 金 1. 企業債償還金 543,782 562,972 △ 19,190 企業債償還金 543,782 建設企業債元金償還金 472,036

特別措置債元金償還金 71,746

3. 予 備 費 1,000 1,000 0

1. 予 備 費 1,000 1,000 0 予 備 費 1,000

616,475 609,842 6,633合　　　　　計

支　　出

項 目
本 年 度
予 算 額

前　年　度
当初予算額

比較増減
(△)

節
説　　　　　　　明
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